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一　

は
じ
め
に

　

上
場
会
社
の
株
券
等
に
つ
き
︑
発
行
済
株
式
総
数
の

五
％
を
超
え
て
保
有
す
る
者
に
対
し
︑
そ
の
旨
の
情
報

等
の
開
示
を
求
め
る
わ
が
国
の
大
量
保
有
報
告
制
度
に

つ
い
て
は
︑
一
九
九
〇
年
に
旧
証
券
取
引
法
の
下
で
導

入
さ
れ
︑
二
〇
〇
八
年
の
金
融
商
品
取
引
法（
以
下﹁
法
﹂

と
い
う
）
の
改
正
に
よ
り
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
の
違

反
抑
止
の
観
点
か
ら
︑
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提

出
︑
重
要
事
項
の
虚
偽
記
載
お
よ
び
記
載
の
欠
缺
が
課

徴
金
の
納
付
命
令
の
対
象
と
な
っ
た（
二
〇
〇
八
年
一
二

月
一
二
日
施
行
）︒

　

し
か
し
︑
法
改
正
後
も
︑
法
令
の
不
知
お
よ
び
理
解

不
足
等
に
よ
り
︑
年
間
約
一
︑
五
〇
〇
件
の
大
量
保
有

報
告
書
等
の
不
提
出
等
が
相
次
ぎ
︑
中
に
は
故
意
の
不

提
出
や
著
し
い
提
出
遅
延
の
存
在
も
う
か
が
わ
れ
た
一

方
︑
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載

等
に
対
す
る
課
徴
金
納
付
命
令
の
発
出
件
数
は
︑
法
改

正
後
︑
二
〇
二
二
年
ま
で
︑
数
件
に
と
ど
ま
っ
て
い
た

た
め
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
の
実
効
性
が
確
保
さ
れ
て

い
な
い
の
で
は
な
い
か
と
の
指
摘
が
あ
っ
た
（
注
一
）︒

　

証
券
取
引
等
監
視
委
員
会
（
以
下
﹁
証
券
監
視
委
﹂
と

い
う
）
に
お
い
て
は
︑
二
〇
二
三
年
一
月
に
公
表
し
た

同
年
か
ら
二
〇
二
五
年
ま
で
の
中
期
活
動
方
針
の
中

で
︑
潜
脱
的
な
大
量
保
有
の
事
案
を
含
む
非
定
型
・
新

類
型
の
事
案
等
に
積
極
的
に
対
応
す
る
こ
と
を
表
明
し

た
︒
そ
の
後
︑
二
〇
二
四
年
六
月
お
よ
び
九
月
に
は
︑

そ
れ
ぞ
れ
︑
大
量
保
有
報
告
書
お
よ
び
変
更
報
告
書
の

不
提
出
な
ら
び
に
変
更
報
告
書
の
虚
偽
記
載
の
事
案
に

つ
き
︑
内
閣
総
理
大
臣
お
よ
び
金
融
庁
長
官
に
対
し
︑

課
徴
金
納
付
命
令
を
発
出
す
る
よ
う
勧
告
し
︑
実
際

に
︑
い
ず
れ
の
事
案
に
つ
い
て
も
︑
課
徴
金
納
付
命
令

が
発
出
さ
れ
る
に
至
っ
た
︒

　

本
稿
で
は
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
の
趣
旨
等
を
概
観

し
た
上
で
︑
証
券
監
視
委
に
お
け
る
大
量
保
有
報
告
書

等
の
不
提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載
等
の
事
案
へ
の
対
応
に

つ
い
て
︑
前
述
の
勧
告
に
至
っ
た
二
事
案
を
紹
介
す

る
︒

　

な
お
︑
本
稿
の
う
ち
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
︑
筆
者

ら
の
個
人
的
見
解
で
あ
り
︑
証
券
監
視
委
等
の
見
解
を

示
す
も
の
で
は
な
い
︒

証
券
取
引
等
監
視
委
員
会
に
お
け
る
大
量
保

有
報
告
制
度
違
反
事
案
へ
の
対
応
に
つ
い
て

（「
令
和
５
事
務
年
度　
開
示
検
査
事
例
集
」
よ
り
）

横
山
亞
希
子 

証
券
取
引
等
監
視
委
員
会
事
務
局
開
示
検
査
課

開
示
検
査
調
整
官

澤
村　

泰
行 
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取
引
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監
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事
務
局
開
示
検
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長
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佐

坂
部　

裕
哉 
証
券
取
引
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監
視
委
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会
事
務
局
開
示
検
査
課

証
券
調
査
官
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二　

大
量
保
有
報
告
制
度
の
趣
旨
等

１　

大
量
保
有
報
告
制
度

⑴　

制
度
趣
旨

　

大
量
保
有
報
告
制
度
は
︑
上
場
会
社
の
株
券
等
の
大

量
保
有
に
係
る
情
報
が
﹁
経
営
に
対
す
る
影
響
力
﹂
や

﹁
市
場
に
お
け
る
需
給
﹂
の
観
点
か
ら
重
要
な
情
報
で

あ
る
こ
と
か
ら
︑
当
該
情
報
を
投
資
者
に
迅
速
に
提
供

す
る
こ
と
に
よ
り
︑
市
場
の
透
明
性
・
公
正
性
を
高

め
︑
投
資
者
保
護
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
︑
株
券

等
の
大
量
保
有
者
に
対
し
て
一
定
の
情
報
の
開
示
を
求

め
る
制
度
で
あ
り
︑
一
九
九
〇
年
の
旧
証
券
取
引
法
の

改
正
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
︒

⑵　

制
度
概
要

　

大
量
保
有
報
告
制
度
で
は
︑
法
人
・
個
人
に
か
か
わ

ら
ず
（
注
二
）︑
後
記
①
ま
た
は
②
に
該
当
し
た
場
合
︑

原
則
と
し
て
該
当
し
た
日
の
翌
日
か
ら
五
日
以
内
（
土

曜
︑
日
曜
お
よ
び
祝
日
等
を
除
く
）
に
︑
大
量
保
有
報
告

書
ま
た
は
変
更
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（
注
三
）︒

　

ま
た
︑
大
量
保
有
報
告
書
ま
た
は
変
更
報
告
書
を
提

出
し
た
者
は
︑
こ
れ
ら
の
書
類
に
記
載
さ
れ
た
内
容
が

事
実
と
相
違
し
︑
ま
た
は
記
載
す
べ
き
重
要
な
事
項
も

し
く
は
誤
解
を
生
じ
さ
せ
な
い
た
め
に
必
要
な
重
要
な

事
実
の
記
載
が
不
十
分
で
あ
り
︑
も
し
く
は
欠
け
て
い

る
と
認
め
る
と
き
は
︑
訂
正
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
法
二
七
条
の
二
五
第
三
項
）︒

　

① 　

上
場
会
社
の
株
券
等
の
保
有
割
合
が
五
％
を
超

え
た
場
合
（
法
二
七
条
の
二
三
第
一
項
）
:
大
量
保

有
報
告
書

　

② 　

大
量
保
有
者
と
な
っ
た
日
の
後
︑
当
該
株
券
等

の
保
有
割
合
が
一
％
以
上
増
減
し
た
場
合
︑
そ
の

他
の
大
量
保
有
報
告
書
に
記
載
す
べ
き
重
要
な
事

項
の
変
更
が
あ
っ
た
場
合
（
た
と
え
ば
︑
保
有
目
的

の
変
更
等
）（
注
四
）（
法
二
七
条
の
二
五
第
一
項
）:

変
更
報
告
書

　

な
お
︑
株
券
等
の
保
有
割
合
の
計
算
に
当
た
っ
て

は
︑
共
同
保
有
者
の
保
有
株
券
等
の
数
も
加
算
す
る
も

の
と
さ
れ
て
い
る
（
共
同
保
有
者
と
の
間
で
引
渡
請
求
権

な
ど
の
権
利
が
存
在
す
る
も
の
を
除
く
）︒

　

こ
こ
で
い
う
共
同
保
有
者
と
は
︑
株
券
等
の
保
有
者

が
︑
当
該
株
券
等
の
発
行
者
が
発
行
す
る
株
券
等
の
他

の
保
有
者
と
共
同
し
て
当
該
株
券
等
を
取
得
・
譲
渡

し
︑
ま
た
は
当
該
発
行
者
の
株
主
と
し
て
の
議
決
権
そ

の
他
の
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
を
合
意
（
注
五
）
し
て

い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
保
有
者
を
い
う
（
法
二

七
条
の
二
三
第
五
項
）︒

　

株
券
等
の
保
有
者
と
当
該
株
券
等
の
発
行
者
が
発
行

す
る
株
券
等
の
他
の
保
有
者
が
︑
た
と
え
ば
︑
会
社
の

総
株
主
等
の
議
決
権
の
五
〇
％
超
の
議
決
権
に
係
る
株

式
ま
た
は
出
資
を
自
己
ま
た
は
他
人
の
名
義
を
持
っ
て

所
有
し
て
い
る
者
と
当
該
会
社
と
の
関
係
な
ど
︑
特
別

の
関
係
が
あ
る
場
合
に
は
︑
共
同
保
有
者
と
み
な
さ
れ

る
（
本
稿
に
お
い
て
︑
前
記
特
別
の
関
係
に
あ
る
者
を
以
下

﹁
み
な
し
共
同
保
有
者
﹂
と
い
う
）（
法
二
七
条
の
二
三
第
六

項
︑
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
以
下
﹁
施
行
令
﹂
と
い
う
）

一
四
条
の
七
）︒
な
お
︑
こ
の
﹁
み
な
し
共
同
保
有
者
﹂

に
つ
い
て
は
︑
複
数
の
投
資
家
に
よ
る
潜
脱
的
な
報
告

書
不
提
出
な
ど
︑
市
場
の
公
正
性
を
脅
か
し
か
ね
な
い

事
例
に
適
切
に
対
応
す
べ
く
︑
現
在
︑
金
融
庁
に
お
い

て
︑
役
員
兼
任
関
係
や
資
金
提
供
関
係
な
ど
の
一
定
の

外
形
的
事
実
が
あ
る
場
合
に
﹁
共
同
保
有
者
﹂
と
み
な

す
規
定
の
拡
充
が
検
討
さ
れ
て
い
る
（
注
六
）︒

２　

大
量
保
有
報
告
制
度
違
反
に
係
る
課
徴
金
額

　

大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載
等

に
係
る
課
徴
金
額
に
つ
い
て
は
︑
後
記
①
お
よ
び
②
の

と
お
り
で
あ
る
︒

　

① 　

法
律
上
の
義
務
に
違
反
し
て
︑
大
量
保
有
報
告

書
ま
た
は
変
更
報
告
書
を
提
出
し
な
か
っ
た
場

合
:
当
該
株
券
等
の
発
行
者
の
時
価
総
額
の
一
〇

万
分
の
一
の
額
（
法
一
七
二
条
の
七
）

　

② 　

重
要
な
事
項
（
注
七
）
に
つ
き
虚
偽
の
記
載
が

あ
り
︑
ま
た
は
記
載
す
べ
き
重
要
な
事
項
の
記
載

が
欠
け
て
い
る
大
量
保
有
報
告
書
︑
変
更
報
告
書

も
し
く
は
こ
れ
ら
の
訂
正
報
告
書
を
提
出
し
た
場

合
:
当
該
株
券
等
の
発
行
者
の
時
価
総
額
の
一
〇

万
分
の
一
の
額
（
法
一
七
二
条
の
八
）（
注
八
）（
注

九
）

　

な
お
︑
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
お
よ
び
虚
偽

記
載
等
の
事
案
は
︑
課
徴
金
の
加
算
・
減
算
制
度
の
対

象
と
な
り
︑
た
と
え
ば
︑
過
去
五
年
以
内
に
法
に
基
づ

き
課
徴
金
納
付
命
令
を
受
け
た
者
が
︑
大
量
保
有
報
告

書
の
不
提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載
等
に
及
ん
だ
場
合
︑
納

付
を
命
令
さ
れ
る
課
徴
金
の
額
が
前
記
①
ま
た
は
②
に
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よ
り
算
出
さ
れ
る
額
の
一
・
五
倍
と
な
る
（
法
一
八
五

条
の
七
第
一
五
項
）（
注
一
〇
）︒

三　

課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
に
至
っ
た
大
量
保

有
報
告
制
度
違
反
事
案

　

前
記
の
と
お
り
︑
証
券
監
視
委
は
︑
二
〇
二
四
年
六

月
お
よ
び
九
月
に
︑
合
計
二
件
の
大
量
保
有
報
告
書
お

よ
び
変
更
報
告
書
の
不
提
出
な
ら
び
に
変
更
報
告
書
の

虚
偽
記
載
事
案
に
つ
き
︑
内
閣
総
理
大
臣
お
よ
び
金
融

庁
長
官
に
対
し
︑
課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
を
行
っ
た
の

で
︑
当
該
二
件
に
つ
い
て
紹
介
す
る
（
注
一
一
）︒

１　

三
ッ
星
株
式
に
係
る
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不

提
出
お
よ
び
変
更
報
告
書
の
虚
偽
記
載
（
注
一
二
）

⑴　

事
案
の
概
要

　

三
ッ
星
の
株
主
で
あ
る
非
上
場
会
社
Ａ
︑
個
人
Ｂ
お

よ
び
Ｂ
と
み
な
し
共
同
保
有
者
の
関
係
に
あ
っ
た
非
上

場
会
社
Ｃ
は
︑
三
ッ
星
が
発
行
す
る
株
券
等
の
保
有
割

合
が
五
％
を
超
え
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
︑
大
量
保
有
報

告
書
を
法
定
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
せ
ず
︑
ま
た
︑
株

券
等
の
保
有
割
合
一
％
以
上
の
増
加
・
減
少
︑
そ
の
他

の
大
量
保
有
報
告
書
に
記
載
す
べ
き
重
要
な
事
項
の
変

更
（
保
有
目
的
の
変
更
等
）
が
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
︑
そ
の
都
度
変
更
報
告
書
を
︑
そ
れ
ぞ
れ
法
定
提
出

期
限
ま
で
に
提
出
し
な
か
っ
た
（
図
表
１
︑
図
表
３
お
よ

び
図
表
５
参
照
︒）︒

　

ま
た
︑
Ａ
︑
Ｂ
お
よ
び
Ｃ
は
︑
株
券
等
の
保
有
割
合

を
過
少
ま
た
は
過
大
に
記
載
す
る
等
︑
重
要
な
事
項
に

〔図表１〕　Ａにおける大量保有報告書等の不提出の内容
番号 報告書 報告義務発生日 法定提出期限 提出事由

１ 大量保有
報告書

令和３年
８月24日

令和３年
８月31日

報告義務発生日において，株券を６万5,700株保有することとなり，発行
済株式総数（126万6,655株）の５％を超える大量保有者となった

２ 変更報告書
No.1

令和３年
８月27日

令和３年
９月３日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の5.19％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が８万
400株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

３ 変更報告書
No.2

令和３年
９月２日

令和３年
９月９日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の6.35％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が10万
800株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

４ 変更報告書
No.3

令和３年
９月９日

令和３年
９月16日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の7.96％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が11万
5,500株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

５ 変更報告書
No.4

令和３年
９月21日

令和３年
９月29日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の9.12％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が12万
8,700株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

６ 変更報告書
No.5

令和３年
９月30日

令和３年
10月７日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の10.16％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が14万
1,600株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

７ 変更報告書
No.6

令和４年
２月22日

令和４年
３月２日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の11.31％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有目的が変更された

８ 変更報告書
No.7

令和４年
３月７日

令和４年
３月14日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の11.31％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が８万
300株まで減少し，株券等保有割合が１％以上減少した

〔図表２〕　Ａにおける変更報告書の虚偽記載の内容
番号 報告書 提出日 虚偽記載

１ 「変更報告書No.2」と題する変更報告書
令和４年
３月15日

保有株券等の数が14万3,300株であるところを８万300株と記載し，株
券等保有割合が11.31％であるところを6.34％と記載
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〔図表３〕　Ｂにおける大量保有報告書等の不提出の内容
番号 報告書 報告義務発生日 法定提出期限 提出事由

１ 大量保有報
告書

令和３年
９月10日

令和３年
９月17日

報告義務発生日において，株券を６万5,700株保有することとなり，発行
済株式総数（126万6,655株）の５％を超える大量保有者となった

２ 変更報告書
No.1

令和３年
９月22日

令和３年
９月30日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の5.19％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が７万
9,500株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

３ 変更報告書
No.2

令和４年
２月25日

令和４年
３月４日

報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の6.28％の大量保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が９万
2,300株まで増加し，株券等保有割合が１％以上増加した

４ 変更報告書
No.3

令和４年
３月18日

令和４年
３月28日

・�報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の7.29％の大量
保有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が６
万7,300株まで減少し，単体株券等保有割合が１％以上減少した

・�報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の7.29％の大量
保有者であったところ，報告義務発生日において，株券を２万5,000株
保有することとなった者が新たに単体株券等保有割合１％以上の共同保
有者となった

５ 変更報告書
No.4

令和４年
５月27日

令和４年
６月３日

・�報告義務発生日より前の日において，共同保有者は，単体株券等保有割
合1.97％の共同保有者であったところ，報告義務発生日において，当該
共同保有者の保有株券等の数が4,400株まで減少し，当該共同保有者の
単体株券等保有割合が１％以上減少した

・�報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の7.29％の大量
保有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の総数が
７万1,700株まで減少し，株券等保有割合が１％以上減少した

６ 大量保有報
告書

令和４年
11月24日

令和４年
12月１日

報告義務発生日において，株券を６万5,200株保有することとなり，発行
済株式総数（126万6,655株）の５％を超える大量保有者となった

〔図表４〕　Ｂにおける変更報告書の虚偽記載の内容
番号 報告書 提出日 虚偽記載

１ 「変更報告書No.1」と題する変更報告書
令和４年
５月18日

・�保有株券等の数が６万7,300株であるところを４万6,500株と記載し，単体株
券等保有割合が5.31％であるところを3.67％と記載
・�保有株券等の総数が９万2,300株であるところを７万1,500株と記載し，株券
等保有割合が7.29％であるところを5.64％と記載

２ 「変更報告書No.2」と題する変更報告書
令和４年
６月16日

・�共同保有者の保有株券等の数が4,400株であるところを２万5,000株と記載
し，当該共同保有者の単体株券等保有割合が0.35％であるところを1.97％と
記載。
・�保有株券等の総数が７万1,700株であるところを９万2,300株と記載し，株券
等保有割合が5.66％であるところを7.29％と記載

〔図表５〕　Ｃにおける変更報告書の不提出の内容
番号 報告書 報告義務発生日 法定提出期限 提出事由

１ 変更報告書
No.3

令和４年
３月18日

令和４年
３月28日

・�報告義務発生日において，２万5,000株を保有することとなり，新たに
単体株券等保有割合１％以上の保有者となった

・�報告義務発生日より前の日において，共同保有者は，発行済株式総数の
7.29％の大量保有者であったところ，報告義務発生日において，当該共
同保有者の保有株券等の数が６万7,300株まで減少し，当該共同保有者
の単体株券等保有割合が１％以上減少した

２ 変更報告書
No.4

令和４年
５月27日

令和４年
６月３日

・�報告義務発生日より前の日において，単体株券等保有割合1.97％の保
有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の数が
4,400株まで減少し，単体株券等保有割合が１％以上減少した

・�報告義務発生日より前の日において，共同保有者とともに，発行済株式
総数の7.29％の大量保有者であったところ，報告義務発生日において，
保有株券等の総数が７万1,700株まで減少し，株券等保有割合が１％以
上減少した
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つ
き
虚
偽
の
記
載
が
あ
る
変
更
報
告
書
を
提
出

し
た
（
図
表
２
︑
図
表
４
お
よ
び
図
表
６
参
照
）︒

⑵　

勧
告
の
内
容

　

本
事
例
は
︑
大
量
保
有
報
告
書
お
よ
び
変
更

報
告
書
の
不
提
出
に
つ
い
て
︑
証
券
監
視
委
が

課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
を
行
っ
た
初
め
て
の
事

案
で
あ
る
︒

　

本
件
違
法
行
為
に
つ
い
て
法
に
基
づ
き
算
定

さ
れ
る
課
徴
金
額
は
︑
Ａ
が
三
二
万
円
︑
Ｂ
が

四
〇
万
円
︑
Ｃ
が
二
六
万
円
で
あ
る
︒

２　

サ
カ
イ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
に
係

る
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
お
よ
び

変
更
報
告
書
の
虚
偽
記
載
等
（
注
一
三
）

⑴　

事
案
の
概
要
（
図
表
７
参
照
）

　

サ
カ
イ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
（
以
下
﹁
サ
カ
イ

Ｈ
Ｄ
﹂
と
い
う
）
の
株
主
で
あ
る
非
上
場
会
社
Ｄ

お
よ
び
非
上
場
会
社
Ｅ
は
︑
Ｄ
が
サ
カ
イ
Ｈ
Ｄ

の
取
締
役
の
選
任
に
係
る
議
案
を
提
出
し
︑
Ｅ

が
当
該
議
案
に
賛
成
す
る
と
し
て
︑
共
同
し
て

株
主
と
し
て
の
議
決
権
を
行
使
す
る
旨
を
合
意

し
︑
共
同
保
有
関
係
に
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
︑
大
量
保
有
報
告
書
お
よ
び
変
更
報
告
書
を

法
定
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
し
な
か
っ
た
（
図

表
８
お
よ
び
図
表
10
参
照
）︒

　

ま
た
︑
Ｅ
は
︑
重
要
な
事
項
に
つ
き
虚
偽
の

記
載
が
あ
り
︑
記
載
す
べ
き
重
要
な
事
項
の
記

載
が
欠
け
て
い
る
変
更
報
告
書
を
提
出
し
た

（
図
表
９
参
照
︒）︒

〔図表６〕　Ｃにおける変更報告書の虚偽記載の内容
番号 報告書 提出日 虚偽記載

１ 「変更報告書No.1」と題する変更報告書
令和４年
５月18日

・�共同保有者の保有株券等の数が６万7,300株であるところを４万6,500株と記
載し，当該共同保有者の単体株券等保有割合が5.31％であるところを3.67％
と記載

・�保有株券等の総数が９万2,300株であるところを７万1,500株と記載し，株券
等保有割合が7.29％であるところを5.64％と記載

２ 「変更報告書No.2」と題する変更報告書
令和４年
６月16日

・�保有株券等の数が4,400株であるところを２万5,000株と記載し，単体株券等
保有割合が0.35％であるところを1.97％と記載

・�保有株券等の総数が７万1,700株であるところを９万2,300株と記載し，株券
等保有割合が5.66％であるところを7.29％と記載

〔図表７〕　不正行為の概要（イメージ図）

株主
（非上場会社D）

サカイホールディングス

株主
（非上場会社E）

共同して株主としての議決権
を行使することを合意
（共同保有者に該当）

非上場会社Ｄと非上場会社Ｅは，共同保有者に該当したにもかかわらず，大量報告書
等を提出せず，又は重要な事項につき虚偽の記載がある変更報告書を提出した。

〔図表８〕　Ｄにおける大量保有報告書等の不提出の内容
番号 報告書 報告義務発生日 法定提出期限 提出事由

１ 大量保有報
告書

令和４年
10月19日

令和４年
10月26日

報告義務発生日において，共同保有者とともに，株券を363万6,000株保
有することとなり，発行済株式総数（1,095万6,500株）の５％を超える
大量保有者となった

２ 変更報告書
No.1

令和４年
12月23日

令和５年
１月５日

・�報告義務発生日より前の日において，共同保有者とともに，発行済株式
総数の33.19％の大量保有者であったところ，報告義務発生日におい
て，共同保有者が共同保有者でなくなった

・�報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の33.19％の大量
保有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の総数が
23万6,000株まで減少し，株券等保有割合が１％以上減少した
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⑵　

勧
告
の
内
容

　

本
事
例
は
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
違
反
に
つ
い
て
︑

法
二
七
条
の
二
三
第
五
項
で
定
め
る
︑
共
同
し
て
議
決

権
を
行
使
す
る
こ
と
を
合
意
し
て
い
る
場
合
に
該
当
す

る
と
し
て
︑
Ｄ
お
よ
び
Ｅ
が
そ
れ
ぞ
れ
の
共
同
保
有
者

で
あ
る
と
認
定
し
た
初
め
て
の
事
案
で
あ
る
︒

　

本
件
違
法
行
為
に
つ
い
て
法
に
基
づ
き
算
定
さ
れ
る

課
徴
金
額
は
︑
Ｄ
お
よ
び
Ｅ
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
総
額
は
︑

一
〇
万
円
で
あ
る
︒

四　

証
券
監
視
委
の
中
期
活
動
方
針

　

冒
頭
で
も
触
れ
た
と
お
り
︑
証
券
監
視
委
は
︑
二
〇

二
三
年
一
月
に
﹁
証
券
取
引
等
監
視
委
員
会 

中
期
活
動

方
針
（
第
一
一
期
:
二
〇
二
三
年
~
二
〇
二
五
年
）

│

時
代
の
変
化
に
対
応
し
︑
信
頼
さ
れ
る
公
正
・
透
明
な

市
場
の
た
め
に
﹂
を
公
表
し
て
い
る
︒

　

証
券
監
視
委
と
し
て
は
︑
新
た
な
金
融
商
品
・
取
引

等
の
出
現
に
よ
り
︑
市
場
監
視
対
象
の
拡
大
・
複
雑

化
・
高
度
化
・
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
展
し
︑
ま
た
︑
地

政
学
リ
ス
ク
の
高
ま
り
︑
経
済
安
全
保
障
を
め
ぐ
る
情

勢
等
に
よ
り
︑
市
場
を
取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化

す
る
中
で
︑
時
流
に
即
し
た
形
で
︑
市
場
に
対
す
る
幅

広
い
監
視
︑
課
徴
金
調
査
・
検
査
を
迅
速
に
実
施
す
る

と
と
も
に
︑
重
大
・
悪
質
な
事
案
に
つ
い
て
は
厳
正
に

対
処
し
て
︑
証
券
監
視
委
の
使
命
を
果
た
す
こ
と
と
し

て
い
る
︒

　

証
券
監
視
委
は
︑
自
ら
の
使
命
を
果
た
す
た
め
︑
中

期
活
動
方
針
の
具
体
的
な
施
策
と
し
て
﹁
Ⅰ
.
網
羅
的

な
市
場
監
視
に
向
け
た
情
報
収
集
・
分
析
﹂︑﹁
Ⅱ
.
効

果
的
・
効
率
的
な
調
査
・
検
査
﹂
お
よ
び
﹁
Ⅲ
.
市
場

規
律
強
化
に
向
け
た
実
効
的
な
取
組
み
﹂
を
掲
げ
て
お

り
︑
こ
れ
ら
の
施
策
の
好
循
環
の
実
現
に
努
め
て
い
る

（
図
表
11
参
照
）︒

　

特
に
︑﹁
Ⅱ
.
効
果
的
・
効
率
的
な
調
査
・
検
査
﹂
に

関
し
て
は
︑﹁
非
定
型
・
新
類
型
の
事
案
等
に
対
す
る

対
応
力
強
化
﹂
と
し
て
︑
市
場
を
取
り
巻
く
環
境
変
化

等
も
踏
ま
え
︑
市
場
の
公
正
性
を
脅
か
し
か
ね
な
い
非

定
型
・
新
類
型
の
事
案
等
（
た
と
え
ば
︑
潜
脱
的
な
大
量

保
有
・
買
付
け
︑
新
た
な
類
型
の
偽
計
等
）
に
つ
い
て
も
︑

積
極
的
に
対
応
す
る
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
︒

五　

お
わ
り
に

　

証
券
監
視
委
で
は
︑
個
別
事
案
や
事
例
集
の
公
表
等

に
お
い
て
︑
事
案
の
意
義
︑
内
容
お
よ
び
問
題
点
を
明

確
に
し
た
︑
具
体
的
で
わ
か
り
や
す
い
情
報
発
信
を
行

う
こ
と
に
よ
り
︑
意
図
せ
ざ
る
も
の
を
含
む
法
令
違

反
・
不
適
切
行
為
の
未
然
防
止
に
つ
な
げ
る
取
組
み
を

行
っ
て
い
る
︒

　

こ
う
し
た
取
組
み
の
一
環
と
し
て
︑
本
稿
の
他
︑
例

年
︑
開
示
規
制
違
反
事
案
の
検
査
状
況
等
を
︑
開
示
検

査
事
例
集
に
ま
と
め
て
公
表
し
て
お
り
︑
二
〇
二
四
年

九
月
に
は
︑
本
稿
で
紹
介
し
た
大
量
保
有
報
告
書
等
の

不
提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載
の
二
案
を
含
む
開
示
規
制
違

反
事
案
の
検
査
状
況
等
に
つ
い
て
ま
と
め
た
﹁
令
和
五

事
務
年
度　
開
示
検
査
事
例
集
﹂
を
公
表
し
て
い
る
（
事

例
集
の
詳
細
な
内
容
に
つ
い
て
は
︑
本
誌
二
三
七
四
号
（
二

〔図表９〕　Ｅにおける変更報告書の虚偽記載等の内容
番号 報告書 提出日 虚偽記載および記載の欠缺

１ 変更報告書
No.1

令和４年
12月22日

報告義務発生日である令和４年10月19日より前の日において，発行済株式総数の31.03％
の大量保有者であったところ，同月19日において株券を23万6,000株保有する者が新たに
単体株券等保有割合１％以上の共同保有者となった事項を記載しなかった
保有株券等の総数が363万6,000株であるところを340万株と記載し，株券等保有割合が
33.19％であるところを31.03％と記載した

〔図表10〕　Ｅにおける変更報告書の不提出の内容
番号 報告書 報告義務発生日 法定提出期限 提出事由

１ 変更報告書
No.2

令和４年
12月23日

令和５年
１月５日

・�報告義務発生日より前の日において，共同保有者とともに，発行済株式
総数の33.19％の大量保有者であったところ，報告義務発生日におい
て，共同保有者が共同保有者でなくなった

・�報告義務発生日より前の日において，発行済株式総数の33.19％の大量
保有者であったところ，報告義務発生日において，保有株券等の総数が
340万株まで減少し，株券等保有割合が１％以上減少した
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校
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五
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五
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三
校
三
校

三
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〇
二
四
）
二
〇
頁
を
参
照
さ
れ
た

い
）︒

　

ま
た
︑
外
国
人
や
外
国
法
人
等

（
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
六
条

一
項
六
号
に
規
定
す
る
非
居
住
者
）

が
株
式
等
の
大
量
保
有
者
と
な
っ

た
場
合
も
︑
当
然
大
量
保
有
報
告

書
等
の
提
出
が
求
め
ら
れ
る
こ
と

か
ら
︑
証
券
監
視
委
の
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト
に
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
に

関
す
る
英
文
の
コ
ラ
ム
や
本
稿
で

紹
介
し
た
大
量
保
有
報
告
書
の
不

提
出
お
よ
び
虚
偽
記
載
事
案
の
概

要
の
英
訳
を
掲
載
し
て
い
る
の

で
︑
併
せ
て
活
用
い
た
だ
き
た
い

（
注
一
四
）︒

　

証
券
監
視
委
と
し
て
は
︑
大
量

保
有
者
に
よ
る
適
正
な
情
報
開
示

が
行
わ
れ
る
よ
う
︑
引
き
続
き
︑

大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
お

よ
び
虚
偽
記
載
等
の
事
案
に
つ

き
︑
適
正
に
対
処
し
て
い
く
と
と

も
に
︑
積
極
的
な
情
報
発
信
を
行

う
こ
と
に
よ
り
大
量
保
有
報
告
制

度
違
反
の
未
然
防
止
に
つ
な
げ
て

い
く
方
針
で
あ
る
︒

（
注
一
） 

二
〇
二
三
年
六
月
に
開

催
さ
れ
た
金
融
審
議
会
﹁
公
開

買
付
制
度
・
大
量
保
有
報
告
制

度
等
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
﹂（
座
長
:
神
田
秀
樹

学
習
院
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授
）（
第
一
回
）
事

務
局
説
明
資
料
で
は
︑
大
量
保
有
報
告
書
等
の
年
間
平

均
提
出
件
数
約
一
四
︑
〇
〇
〇
件
の
う
ち
︑
提
出
遅
延

（
不
提
出
）
の
発
生
件
数
は
年
間
約
一
︑
五
〇
〇
件
で
あ

り
︑
大
量
保
有
報
告
制
度
違
反
に
対
す
る
課
徴
金
納
付

命
令
の
発
出
件
数
は
二
〇
〇
八
年
か
ら
二
〇
二
二
年
ま

で
で
合
計
八
件
と
さ
れ
て
い
る
︒
ま
た
︑
提
出
遅
延（
不

提
出
）
の
主
な
理
由
と
し
て
︑
法
令
の
不
知
お
よ
び
理

解
不
足
の
ほ
か
︑
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
操
作
不
慣
れ
や
事

実
把
握
の
遅
延
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
︒

 

　

な
お
︑
二
〇
二
三
年
一
二
月
に
公
表
さ
れ
た
同
ワ
ー

キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告
で
は
︑﹁
大
量
保
有
報
告
制

度
の
実
効
性
の
確
保
﹂
に
関
し
︑﹁
大
量
保
有
報
告
書
等

の
提
出
遅
延
等
が
相
次
い
で
い
る
背
景
と
し
て
は
︑
大

量
保
有
報
告
制
度
違
反
に
対
す
る
摘
発
事
例
が
少
な
い

こ
と
も
そ
の
一
因
と
な
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
︑
ま
ず

は
大
量
保
有
報
告
制
度
違
反
に
対
す
る
当
局
の
対
応
を

強
化
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
︒
そ
の
際
︑
全
て

の
大
量
保
有
報
告
制
度
違
反
の
摘
発
が
現
実
的
で
な
い

と
し
て
も
︑
故
意
性
が
疑
わ
れ
る
不
提
出
や
著
し
い
提

出
遅
延
な
ど
市
場
の
公
正
性
を
脅
か
し
か
ね
な
い
事
例

に
つ
い
て
は
積
極
的
に
対
応
を
講
じ
て
い
く
べ
き
で
あ

る
﹂
と
の
提
言
が
な
さ
れ
て
い
る
（
金
融
審
議
会
﹁
公

開
買
付
制
度
・
大
量
保
有
報
告
制
度
等
ワ
ー
キ
ン
グ
・

グ
ル
ー
プ
﹂（
第
一
回
）（
二
〇
二
三
年
六
月
五
日
）
事

務
局
説
明
資
料（https://w

w
w

.fsa.go.jp/singi/singi_ki

nyu/tob_w
g/shiryou/20230605.htm

l

）︑
同
﹁
公
開
買

付
制
度
・
大
量
保
有
報
告
制
度
等
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ

ル
ー
プ
﹂（
二
〇
二
三
年
一
二
月
二
五
日
）
報
告
（htt

ps://w
w

w
.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/2023 

1225.htm
l

））︒

〔図表11〕　証券監視委　中期活動方針（第11期：2023年から2025年まで）

的確・適切な市場監視による
　１．市場の公正性・透明性の確保及び投資者保護の実現
　２．資本市場の健全な発展への貢献
　３．国民経済の持続的な成長への貢献

証券監視委
の使命

⑼情報発信の強化
⑽関係機関との更なる連携強化

Ⅲ．市場規律強化に向けた
実効的な取組み

⑴有用情報の収集
⑵市場の変化等の適切な
　把握・分析
⑶国際連携の強化

Ⅰ．網羅的な市場監視に
向けた情報収集・分析 ⑷リスクベースアプローチに

　基づく証券検査
⑸不公正取引や開示規制違反
　への迅速な対応
⑹重大・悪質事案への告発等
　による厳正な対応
⑺投資者被害事案に対する積
　極的な取組み

⑻非定型・新類型の事案等に
　対する対応力強化

Ⅱ．効果的・効率的な
調査・検査

市場監視の専門機関としての能力向上
　デジタル技術を活用した市場監視業務の高度化・効率化　　　　　　職員の戦略的な育成・活用等
　財務局との協働・連携の推進

（出所）　証券監視委「証券取引等監視委員会 中期活動方針（第11期：2023年〜 2025年）」を筆者らにて一部改変。
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（
注
二
） 

法
人
・
個
人
に
つ
い
て
は
︑
本
邦
居
住
者
・
外

国
居
住
者
（
非
居
住
者
）
の
別
に
か
か
わ
ら
な
い
（
株

券
等
の
大
量
保
有
の
状
況
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令

一
九
条
）︒

（
注
三
） 
大
量
保
有
報
告
制
度
上
︑
特
例
対
象
株
券
等
の

大
量
保
有
者
に
よ
る
報
告
の
特
例
が
設
け
ら
れ
て
い
る

（
法
二
七
条
の
二
六
）︒
具
体
的
に
は
︑
日
常
の
営
業
活

動
等
に
お
い
て
反
復
継
続
的
に
株
券
等
の
売
買
を
行
っ

て
い
る
金
融
商
品
取
引
業
者
等
に
つ
い
て
︑
取
引
の
都

度
詳
細
な
情
報
開
示
を
求
め
る
と
︑
事
務
負
担
が
過
大

に
な
る
た
め
︑
事
前
に
届
け
出
た
﹁
月
二
回
の
基
準
日
﹂

に
お
い
て
︑﹁
大
量
保
有
報
告
書
﹂
・
﹁
変
更
報
告
書
﹂

の
提
出
義
務
を
判
断
し
︑
当
該
基
準
日
か
ら
五
営
業
日

以
内
に
報
告
書
を
提
出
す
れ
ば
足
り
る
と
さ
れ
て
い

る
︒

（
注
四
） 

﹁
大
量
保
有
報
告
書
に
記
載
す
べ
き
重
要
な
事

項
の
変
更
﹂
に
つ
い
て
は
︑
施
行
令
一
四
条
の
七
の
二

に
定
め
ら
れ
て
い
る
︒

（
注
五
） 

﹁
合
意
﹂
に
つ
い
て
は
︑
口
頭
の
合
意
も
含
ま
れ

る
（
金
融
庁
企
画
市
場
局
﹁
株
券
等
の
大
量
保
有
報
告

に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
﹂
問
二
〇
）︒

（
注
六
） 

金
融
庁
﹁
金
融
商
品
取
引
法
及
び
投
資
信
託
及

び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

案　
説
明
資
料
﹂（
二
〇
二
四
年
三
月
）（https://w

w
w

.

fsa.go.jp/com
m

on/diet/213/01/setsum
ei.pdf

）︒

（
注
七
） 

﹁
重
要
な
事
項
﹂
と
は
︑
当
該
事
実
に
つ
い
て
真

実
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
︑
投
資
判
断
に
影
響
が
生
じ
る

も
の
と
解
さ
れ
て
い
る
（
三
井
秀
範
編
著
﹃
課
徴
金
制

度
と
民
事
賠
償
責
任

│
条
解
証
券
取
引
法
﹄（
金
融

財
政
事
情
研
究
会
︑
二
〇
〇
五
）
五
二
頁
））︒

（
注
八
） 

課
徴
金
額
が
発
行
者
の
時
価
総
額
の
一
〇
万
分

の
一
と
さ
れ
た
趣
旨
に
つ
い
て
は
︑
そ
も
そ
も
課
徴
金

の
水
準
が
違
反
行
為
に
よ
り
違
反
者
が
得
た
で
あ
ろ
う

と
一
般
的
・
類
型
的
に
想
定
さ
れ
る
経
済
的
利
得
相
当

額
が
基
準
と
さ
れ
て
お
り
︑

 

　

① 　

大
量
保
有
報
告
書
等
を
提
出
し
た
場
合
︑
当
該

報
告
書
に
係
る
株
券
等
の
取
引
に
追
随
者
が
生
じ

て
市
場
価
格
が
変
動
し
︑
そ
の
後
の
取
引
コ
ス
ト

が
上
昇
す
る
こ
と
と
な
る
と
こ
ろ
︑
大
量
保
有
報

告
書
等
の
提
出
に
伴
う
市
場
価
格
へ
の
影
響
に
つ

い
て
︑
種
々
の
事
例
を
分
析
し
た
と
こ
ろ
︑
平
均

〇
・
一
％
程
度
と
見
込
ま
れ
た
こ
と

 

　

② 　

ま
た
︑
大
量
保
有
報
告
書
等
の
提
出
後
に
株
券

等
保
有
割
合
が
一
％
以
上
増
減
し
た
場
合
に
変
更

報
告
書
の
提
出
義
務
が
生
じ
る
と
こ
ろ
︑
大
量
保

有
報
告
書
等
を
提
出
し
な
い
こ
と
で
︑
一
般
的
に

は
︑
次
の
変
更
報
告
書
提
出
義
務
が
発
生
す
る
時

点
ま
で
は
︑
他
の
追
随
取
引
を
発
生
さ
せ
な
い
中

で
取
引
を
行
う
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
こ
と

 

を
踏
ま
え
︑
〇
・
一
％
と
一
％
を
乗
じ
た
一
〇
万
分
の

一
を
時
価
総
額
に
乗
じ
た
額
が
課
徴
金
の
額
と
さ
れ
た

（
池
田
唯
一
ほ
か
﹃
逐
条
解
説　
二
〇
〇
八
年
金
融
商
品

取
引
法
改
正
﹄（
商
事
法
務
︑
二
〇
〇
八
）
三
二
一
頁
）︒

（
注
九
） 
不
提
出
者
お
よ
び
虚
偽
記
載
者
に
対
し
て
は
︑

五
年
以
下
の
懲
役
︑
五
〇
〇
万
円
以
下
の
罰
金
（
併
科

あ
り
）
の
罰
則
規
定
も
設
け
ら
れ
て
い
る
（
法
人
に
対

し
て
は
五
億
円
以
下
の
罰
金
刑
の
両
罰
規
定
が
設
け
ら

れ
て
い
る
）（
法
一
九
七
の
二
第
五
号
お
よ
び
六
号
）︒

（
注
一
〇
） 

一
方
で
課
徴
金
の
減
算
制
度
と
は
︑
一
定
の

違
反
行
為
に
つ
き
︑
違
反
者
が
調
査
前
に
証
券
監
視
委

に
対
し
報
告
を
行
っ
た
場
合
︑
直
近
の
違
反
事
実
に
係

る
課
徴
金
の
額
を
︑
法
律
の
規
定
に
基
づ
い
て
算
出
し

た
額
の
半
額
と
す
る
も
の
で
あ
る
（
法
一
八
五
条
の
七

第
一
四
項
）（
証
券
監
視
委﹁
課
徴
金
の
減
額
に
係
る
報

告
の
手
続
に
つ
い
て
﹂（https://w

w
w

.fsa.go.jp/sesc/ka

choukin/tetuduki.htm
l

））︒

（
注
一
一
） 

証
券
監
視
委
は
︑
二
〇
一
六
年
六
月
に
も
︑

三
栄
建
築
設
計
株
式
に
係
る
変
更
報
告
書
の
虚
偽
記
載

に
係
る
課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
を
行
っ
て
い
る
（htt

ps://w
w

w
.fsa.go.jp/sesc/new

s/c_2014/2014/2014 

0605-1.htm
l

）︒

（
注
一
二
） 

﹁
株
式
会
社
三
ッ
星
株
式
に
係
る
大
量
保
有

報
告
書
等
の
不
提
出
及
び
変
更
報
告
書
の
虚
偽
記
載
に

係
る
課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
に
つ
い
て
﹂（
二
〇
二
四

年
六
月
二
八
日
）（https://w

w
w

.fsa.go.jp/sesc/new
s/

c_2024/2024/20240628-1.htm
l

）︒

（
注
一
三
） 

﹁
株
式
会
社
サ
カ
イ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株

式
に
係
る
大
量
保
有
報
告
書
等
の
不
提
出
及
び
変
更
報

告
書
の
虚
偽
記
載
等
に
係
る
課
徴
金
納
付
命
令
勧
告
に

つ
い
て
﹂（
二
〇
二
四
年
九
月
一
〇
日
）（https://w

w
w

.

fsa.go.jp/sesc/new
s/c_2024/2024/20240910-1.

htm
l

）︒

（
注
一
四
） 

S
ecurities and E

xchange S
urveillance 

C
om

m
ission “ O

verview
 of the recom

m
endation case 

for violation of the large-volum
e holding reporting 

system
 and the colum

ns on the large-volum
e holding 

reporting system
”  Sep. 11, 2024 (https://w

w
w

.fsa.go

.jp/sesc/english/colum
/20240911.htm

l).

（
よ
こ
や
ま
・
あ
き
こ

さ
わ
む
ら
・
ひ
ろ
ゆ
き

さ
か
べ
・
ゆ
う
や
）
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校
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校
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校
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校
三
校
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三
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